
自殺対策の取組について 

平成30年３月29日 

岩手県保健福祉部 障がい保健福祉課 

資料４ 

自殺対策キャラクター  
「アイばあちゃん」 
アイばあちゃんの「アイ」は 
支え合いの「アイ」、Ｉｗａｔｅの「アイ」です。 
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岩手県自殺者の推移（厚生労働省人口動態統計） 
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本県のピーク 

全国ワースト１ 

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

全国 25.5 24.0 24.2 23.7 24.4 24.0 24.4 23.4 22.9 21.0 20.7 19.5 18.5 16.8

岩手県 ③37.8 ③34.6 ③34.1 ②34.1 ④32.2 ③33.7 ③34.4 ②32.2 ②28.3 ④25.3 ②26.4 ①26.6 ②23.3 ②22.9

全国 32,109 30,247 30,553 29,921 30,827 30,229 30,707 29,554 28,896 26,433 26,063 24,417 23,152 21,017

岩手県 527 481 470 467 437 454 459 426 370 329 340 341 297 289

自殺死亡率
(人口10万対）

自殺者数

自殺者数 

自殺死亡率 

本県の自殺者数は、平成15年をピークに中長期的には減少傾向にある。 

【単位】自殺者：人。自殺死亡率：人口10万人あたり。 



平成28年自殺者数（厚生労働省人口動態統計） 
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順位 

平成28年（確定数） 平成27年（確定数） 

県 自殺者数  前年比（率） 
自殺 

死亡率 
県 自殺者数 

自殺 
死亡率 

－ 全国 21,017人 △2,135人(△9.2％) 16.8 全国 23,152人 18.5 

1位 秋田県 240人 △22人(△8.4%) 23.8 秋田県 262人 25.7 

2位 岩手県 289人 △8人(△2.7%) 22.9 岩手県 297人 23.3 

3位 新潟県 496人 △8人（△1.6%） 21.8 宮崎県 255人 23.2 

4位 和歌山県  206人 +22人(+ 12.0%) 21.7 島根県  158人 22.9 

5位 青森県 271人 +4人（+1.5%） 21.0 新潟県 504人 22.0 

 本県の自殺死亡率（人口10万人あたり）は、全国的にも高位にあり、平成28年は、 
全国順位で高いほうから２位となっている。 



平成29年自殺者数（警察庁自殺統計） 
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・平成29年の自殺者は275人で、前年の322人より47人減少 
・自殺死亡率（人口10万人当たり）21.7（前年25.4）となり、高い順で全国４位
（前年２位） 
・自殺者数の増減率（対前年比）は、△14.6％で、全国２位の減少率 

■自殺死亡率 上位５県 ■自殺者数減少率 上位５県 



自殺の危機要因イメージ 
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単位：％ 

本県の年齢別、原因・動機別割合（H28警察庁自殺統計） 

※推計できる原因・動機を３つまで計上。全国統計における分類別順位は次のとおり。 

  健康問題：①うつ病、②身体の病気、③その他精神疾患 
  経済生活：①生活苦、②多重債務、③その他負債 

  家庭問題：①夫婦関係の不和、②家族の将来悲観、③家族の死亡 

  勤務問題：①仕事疲れ、②職場の人間関係、③仕事の失敗 
6 

・推計できる中では、男女とも「健康問題」が最も多い。 

・年代別にみると、男性では働き盛り世代で「勤務問題」、「経済・生活問題」に関する
原因が多いことが特徴。 
・女性では、30歳代以降の全ての年代で「健康問題」が高い。 

男性
～
19歳

 20
 ～29

 30
 ～39

 40
 ～49

 50
 ～59

 60
 ～69

 70
 ～79

 80歳
 　～

不詳 計 女性
～
19歳

 20
 ～29

 30
 ～39

 40
 ～49

 50
 ～59

 60
 ～69

 70
 ～79

 80歳
 　～

不詳 計

家庭問題 - 3.3 9.8 8.3 10.0 2.1 4.5 9.1 - 6.8 家庭問題 50.0 14.3 - - 8.3 15.0 18.5 11.1 - 13.3

健康問題 - 13.3 24.4 8.3 16.0 43.8 40.9 36.4 - 24.3 健康問題 16.7 14.3 37.5 15.4 33.3 35.0 33.3 29.6 - 29.2

経済生活問題 - 10.0 7.3 8.3 22.0 10.4 - - - 9.9 経済生活問題 - 14.3 12.5 7.7 8.3 - - - - 3.3

勤務問題 - 10.0 12.2 18.8 10.0 2.1 - - - 8.7 勤務問題 - 14.3 12.5 - - - - - - 1.7

男女問題 - 13.3 2.4 2.1 - - - - - 2.3 男女問題 - 14.3 - - - - - - - 0.8

学校問題 - - - - - - - - - - 学校問題 16.7 - - - - - - - - 0.8

その他 100 3.3 2.4 2.1 2.0 - - - - 1.9 その他 - 14.3 - - - - 3.7 - - 1.7

不詳 - 46.7 41.5 52.1 40.0 41.7 54.5 54.5 100 46.0 不詳 16.7 14.3 37.5 76.9 50.0 50.0 44.4 59.3 - 49.2

合計 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 合計 100 100 100 100 100 100 100 100 - 100



総合的な自殺対策の推進 

•普及啓発、ｹﾞｰﾄｷｰﾊﾟｰや傾聴
ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ養成、健康教室 等 一次予防 

•電話・対面相談、訪問・見守り
活動、自殺未遂者支援 等 二次予防 

•自死遺族支援 三次予防 

•うつ病、統合失調症、アルコー
ル関連問題等、産後うつ対策 

精神疾患へ
のｱﾌﾟﾛｰﾁ 

•勤労者のメンタルヘルスケア推
進、離職者への支援 

職域への 
アプローチ 

•推進協議会の設置、実務者レ
ベルの連絡会、庁内連絡会 

ネットワー
クの構築 

久慈モデル 

自殺のハイリスク者に応じた 
自殺対策の重点化 

•50代等男性及び企

業経営者に対する普
及啓発活動の強化 

•高齢者対策として介
護予防事業等との連
携 

医療連携 

•精神科以外の医療
機関との連携強化に
よる早期発見・治療 

 

•関係機関とのネット
ワーク強化による相
談事業のワンストップ
化 

相談ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ化 

働き世代支援 介護連携 
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岩手県自殺対策アクションプラン 

≪目標≫ 
 「一人でも多くの自殺を防ぐ」 

平成30年までに自殺死亡率23.7以下 
（平成25年の自殺死亡率26.4から10％以上減少） 

 本県では、「岩手県自殺対策アクションプラン」に基づき、総合的な自殺対策を各地域で実践す

るとともに、自殺リスクの高い者に対する重点的な支援に官民一体となって取り組んでいる。 

自殺対策の取組の方向性 



国の直近の動向（自殺対策基本法の改正等） 

（平成29年７月） 
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自殺対策のPDCAについて 
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根拠：改正自殺対策基本法（平成28年４月１日施行） 

（都道府県自殺対策計画等） 

第13条 都道府県は、自殺総合対策大綱及び地域の実情を勘案して、当該都道府 

 県の区域内における自殺対策についての計画を定めるものとする。 

2 市町村は、自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計画並びに地域の実情を 

 勘案して、当該市町村の区域内における自殺対策についての計画を定めるものと 

 する。 

（都道府県及び市町村に対する交付金の交付） 

第14条 国は、都道府県自殺対策計画・市町村自殺対策計画に基づいて当該地域 

 の状況に応じた自殺対策のために必要な事業、その他総合的かつ効果的な取組 

 等を実施する都道府県・市町村に対し、交付金を交付する。 

 

地域自殺対策計画策定の義務化 

【計画策定義務付けの趣旨】  
 ・「地方公共団体の責務」として具体的に規定 
 ・自殺対策に関する地域間の格差の是正 
  ⇒ ナショナル・ミニマムとして、誰もが「生きることの包括的支援」として 
    の自殺対策に関する必要な支援を受けられるようにする狙い 

12 



13 

次期岩手県自殺対策アクションプランの策定（１） 

○ 現行のアクションプランは、計画期間が平成30年度までであることか
ら、平成30年度中に、次年度以降の次期アクションプランを策定する。 

○ 策定に当たっては、現行のアクションプランに基づく目標の達成状況、
重点施策の取組状況及び効果等について検証・評価を行うとともに、国の
新たな自殺総合対策大綱の重点施策等を踏まえながら、内容の検討を行
うこととしている。 

【主な論点】 
○ 国の新たな自殺総合対策大綱の基本理念、重点施策等の反映 
  ・「生きることの包括的な支援」としての自殺対策 
  ・「社会全体の自殺リスク低下」「子ども・若者」「勤務問題」等の 
       重点施策への取組 
○本県の自殺の特性や増減要因に対応した重点施策の設定 
○ＰＤＣＡサイクルにより検証・評価可能な活動指標、成果指標の設定 

○ また、県では、県アクションプランに加え、地域ごと（保健所単位）の「地
域自殺対策アクションプラン」を平成30年度中に策定し、引き続き、地域の
実情に応じた具体的な自殺対策を推進する。 
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次期岩手県自殺対策アクションプランの策定（２） 

○ 自殺対策基本法に基づき、市町村においても平成30年度までに計画を
策定することとなるため、県の次期アクションプランについては、平成29年
度中から先行して具体的な検討を進めているところであり、可能な限り早い
時期に示すことにより、市町村計画の指針とする考え。 

【検討状況】 

 岩手県自殺対策推進協議会の下に設置した「自殺対策計画推進・評価委
員会」において具体的な検討を行っている。 

○第１回（平成30年１月） 現行プランに基づく取組の検証・評価、論点整理 

○第２回（平成30年３月） 次期プランの骨子検討 

○第３回（平成30年７月（予定））  素案検討 

○第４回（平成30年10月（予定））   成案検討 

※以降、岩手県自殺対策推進協議会への報告等、必要な手続きを経て、平成30年度内に 
 策定する予定 
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市町村自殺対策計画策定への支援 

○自殺対策トップセミナーの開催（平成29年５月29日開催） 

  〔対象者〕市町村長及び副市町村長、自殺対策推進協議会構成機関・団体の長、 

        保健所長 等（参加者119名。うち市町村長4名、副市町村長13名） 

○市町村等計画策定担当者向け研修会の実施 

○市町村計画策定モデル事業への支援〔H29実施市町村：矢巾町〕 

○国と連携した自殺統計等の提供 

  ・地域自殺実態プロファイル（各種自殺統計データから市町村ごとの地域特性を分析） 

  ・地域自殺対策政策パッケージ（地域特性ごとのきめ細やかな自殺対策を提示）  

○個別の専門的・技術的支援【精神保健福祉センター等】 

  ・各圏域の自殺対策推進協議会、実務者のネットワーク会議等での説明・研修 

  ・市町村の要請に基づく個別の支援（職員や管理職への研修 等） 

○次期岩手県自殺対策アクションプランに関する情報共有【障がい保健福祉課】 

○地域自殺対策アクションプラン策定過程での市町村計画との調整【各保健所】 


